被用者年金一元化に伴う積立金運用の基本指針の議論開始　今年度末とりまとめ
積立金基本指針に関する検討会（第１回）報告
　厚生労働省の積立金基本指針に関する検討会（以下、検討会）の第１回会合が2013年７月30日に開催された。連合から小島茂・連合総研主幹研究員が出席した。
　被用者年金制度は、被用者年金一元化法により2015年10月から一元化されるが、その資金運用は同法で「主務大臣（厚生労働大臣＋共済年金所管３大臣） は、積立金の管理及び運用が長期的な観点から安全かつ効率的に行われるようにするための基本指針を定める」とされている。本検討会は、積立金基本指針に規定すべき事項を検討するため、年金局長のもとに設置されたもの。とりまとめは2013年度末目処。
　当日は、開催要領の確認、座長選任の後、事務局から提案された「積立金基本指針の概要」等について議論が行われ、また、年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）、国家公務員共済組合連合会（国共済）、地方公務員共済組合連合会（地共連）、日本私立学校振興・共済事業団（私学共済）からのヒアリングが行われた。主な内容は以下のとおり。
１．積立金基本指針ついて
　事務局より想定される積立金基本指針の内容、一元化後の積立金の運用や運用状況の公表・評価等の仕組み等が提案され、議論が行われた。
（小島委員）対象範囲に共済年金の職域部分の過去の積立分は含まれるのか。
（事務局）含まない。また、ＧＰＩＦの場合は国民年金を除く厚生年金部分のみ。
（委員）積立金基本指針はどの程度の拘束力を持つのか。また、資産の構成の目標（モデルポートフォリオ）の位置づけも確認したい。
（事務局）法律では、管理運用主体は「積立金基本指針に適合するように、…管理及び運用の方針を定めなければならない」とされている。一方、モデルポートフォリオは参酌基準で、則して方針を定めていただく。
（小島委員）モデルポートフォリオの対象は被用者年金の２階部分とのことだが、共済年金の３階部分の方針は各管理運用主体に任せるということか。
（委員）３階部分は１・２階部分と性質が異なるため、同じような運用はあり得ないし、勘定は別であるべき。本来は組織的にも別で運用すべき。
（座長）基本的な認識は同じ。各管理運用主体で適切に決めていただく。
（委員）モデルポートフォリオは参酌基準とのことだが、何らかのしばりが必要。しばりの是非や、かける基準・方法も本検討会で議論するのか。
（事務局）モデルポートフォリオの基本的事項の内容、また、各管理運用主体が策定する基本ポートフォリオとの関係も議論いただく。
（委員）「主務大臣は、…管理運用主体の管理積立金の管理及び運用の状況が積立金基本指針に適合しないと認めるときは、所管大臣に対し、必要な措置をとるよう求める」とあるが、適合基準・評価基準も議論するのか。
（事務局）主務大臣が評価する際の基準が積立金基本指針である。
（委員）「積立金の管理・運用が長期的な観点から安全かつ効率的に行われるように…」の長期の捉え方について、そのスパンも議論するのか。
（事務局）毎年、各管理運用主体と積立金全体の運用状況を公表・評価する。
（委員）４つの管理運用主体で運用させるのは互いに競争させるためか、それとも組織温存のためか。また、一元化後の資金はどう分担するのか。
（事務局）運用だけでなく保険料徴収も行っているため、効率性の観点から活用する。ただ、切磋琢磨はあってよい。なお、財源は共済年金の１・２階部分と３階部分を切り分けた上で、それぞれ4.2年分残す形とする。
（委員）リスク分散という意味もあるのでは。
（小島委員）今回の一元化法の前に一度法案が廃案になったが、その際に積立金運用も一本化の議論はあったが、結果としてはリスク分散と既存組織の活用の観点で残し、ただし、運用方針は共通にしようということであった。そのような経緯があって今回の既存主体の活用と理解している。
２．各運用主体の資金運用の現状について（ヒアリング）
　ＧＰＩＦ、国共済、地共連、私学共済について、それぞれの所管省（厚生労働省、財務省、総務省、文部科学省）と各管理運用主体より組織の概要、運用方針、基本ポートフォリオ等が説明された後、意見交換が行われた。
　小島委員は「国共済は最近基本ポートフォリオを変更したのか。また、その場合の理由は何か」、「地共済の資産総額38.5兆円のうち地共連が17.5兆円を運用しているとのことだが、残りはどこで運用しているのか。また、その方針は地共連と同じものか」と質問。それぞれ、国共済からは「2009年の財政再計算の結果と、リーマン・ショックという大変動を背景に2010年４月に新しい基本ポートフォリオを適用した」、地共連からは「全国市町村職員共済組合連合会が9.7兆円、地方職員共済組合が0.9兆円、公立学校共済組合が5.6兆円、警察共済組合が2.5兆円、都職員共済組合が0.7兆円、指定都市職員共済組合が1.3兆円で、地共連の17.5兆円と合わせて約38.5兆円。なお、市町村共済の基本ポートフォリオは地共連のものと同様」との回答があった。 
